
化学物質管理における
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独立行政法人製品評価技術基盤機構（ＮＩＴＥ）
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安全とあなたの未来を支えます

製品安全

バイオテクノロジー

適合性認定

認定を通して製品などの信頼性確保を図り、
産業活動の促進、安全な社会の構築に貢献

生物遺伝資源を産業に活かす

化学物質管理

化学物質管理に関する
◼法施行支援
◼技術基盤の整備と情報提供

1

化学物質のリスク評価と安全管理を推進

より安全な消費生活用製品の普及によって
安心な社会づくりに貢献

国際評価技術

新技術の評価方法の確立により、
新たなビジネス、産業の発展に貢献
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我が国の化学物質管理制度について



化学物質の評価と管理に必要な情報を収集、整備し、インターネットを通じて無料公開しています。

• 政府が実施したGHS分類結

果約4500件とその英語版を

公表。

・約26万物質の情報を収載
・約90種の国内外の法規制情報や有害性情報等
を収載
・化学物質名称、構造式、CAS番号、国内・海外
法規制情報、有害性情報、リスク評価結果等の
情報を調べられる

●化学物質総合情報提供システム：NITE-CHRIP

●化審法データベース：J-CHECK

• 化審法の対象物質リストや化審

法に関する物質ごとの詳細情報

を収載。

• 日本語版、英語版共に約

9,500試験結果を収載。

• 化審法試験結果、化審法リスク

評価結果等を確認できる

●GHS分類結果

リンク リンク

参考：NITEで公開しているデータベースについて

NITE-CHRIPについては、後ほどご紹介いたします！
3

https://www.nite.go.jp/chem/chrip/chrip_search/
systemTop

https://www.nite.go.jp/
chem/jcheck/top.action
?request_locale=ja

https://www.nite
.go.jp/chem/ghs/
ghs_index.html

https://www.nite.go.jp/chem/chrip/chrip_search/systemTop
https://www.nite.go.jp/chem/jcheck/top.action?request_locale=ja


化学物質審査規制法
（化審法）関連業務

化学物質管理情報の整備・提供業務

行 政
法令整備・施行
化学物質管理

国 民
化学物質に関する

正しい理解

事業者
法令遵守
自主管理

相 互 理 解

● 化学物質の有害性等の情報の整備提供
● 化学物質のリスク等に係る相互理解のための
情報の整備提供

化学物質管理情報提供
有害性情報

リスク評価情報等
法施行支援

化学物質
管理支援

化学物質排出把握管理促進法
（化管法）関連業務

● 化管法施行支援
● 化管法関連情報の収集・解析

化学物質のリスク評価業務

● スクリーニング評価、リスク評価等
● リスク評価等に必要な情報の整備
● リスク評価手法に係る検討

● 新規化学物質審査
● 化学物質名称付与

新規化学物質の事前審査支援業務

化学兵器禁止法関連業務

● 化兵法に基づく国際機関による検査等への立会い
● 国内事業者への立入検査

科
学
的
知
見
に
基
づ
く

技
術
、
情
報
の
集
約
、
発
信

NITE化学物質管理センターの業務
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経済産業省及び
環境省は
届出データを集計し、
結果を公表するとともに、
関係省庁及び都道府県へ通知

自社の排出量、移動量の位置づけを確認。化
学物質管理活動の評価・改善

個別事業所毎、対象物質毎に

化学物質の環境中への排出量と

廃棄物に含まれての移動量を把握

経済産業省及び環境省は届出データ以外
の排出源（家庭、農地、自動車等）
を推計

事業者

国

管理状況に対する評価

令和2年度届出

33,318件

化学物質の排出、

管理状況に関する

国民の理解の増進

国民

個別事業所データの
開示請求・公表

◎物質別、業種別、地域別等の
集計結果を公表

◎個別事業所データの公表

ＰＲＴＲ制度の体系
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NITEの役割 PRTR制度に基づく届出の集計から公表に至る一連の事業を行う我が国の唯一の機関
として、化管法の施行が円滑に施行できるように、以下のような業務を実施

ＰＲＴＲ対象事業者 都道府県等 事業所管大臣

経済産業省
環境省

届出

ＰＲＴＲ届出の流れ

公表

通知

法所管大臣

・書面届出の電子化
・届出内容確認
・疑義照会等

・集計結果公表

・届出内容確認
・疑義照会
・記録、集計

・排出量等の把握

PRTR届出関係業務
＊届出・記録・集計用電算機の維持、管理

・電子届出システム、届出管理システム、ファ
イル記録システム（法第８条第１項の規定）、
集計システム（法第８条第３項の規定）の開発、
改良
・システムの維持管理

＊届出データの内容確認、電子化
・事業所管大臣の依頼により届出書の受理、内
容確認、電子化、届出内容の疑義照会等を実施

＊届出データの記録・集計
＊公表用資料案の作成

問合せ

化管法関連情報の収集解析
・リスク評価
・PRTRマップ（濃度マップ・排出量マップ）の作成
・PRTRマップデータを活用したリスク評価の実施
・地方自治体との連携によるリスク管理促進

化管法の普及啓発活動
＊問合わせ対応

・届出要件、排出量算出等の技術的サポート
・電子届出システム利用のためのサポート

＊問合わせ内容の整理
・質問事項のとりまとめ

経済・環境・財務・防衛・文科・厚労・国交・農水

・受付
・事業所管大臣へ移送

受理・送付

PRTR制度におけるNITEの役割
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1.化学物質の『リスク』とは

2. 化管法が制定された背景について

3. SDS制度について

4. PRTRデータの活用

（PRTRマップを使ったリスク評価について）

5.化管法改正後の留意点
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化学物質管理における
リスクコミュニケーションについて



DHMOの健康有害性情報

➢液体のDHMOの誤嚥により急性呼吸不全を生ずる。

➢経口摂取により発汗、多尿、腹部膨満感、嘔気、嘔
吐、電解質異常、悪心、下痢、腹痛、頭痛を来す。
大量の場合、痙攣、意識障害等の中毒症状を生じ、
最悪の場合死に至る。

➢経皮曝露においても重度の熱傷の原因となり、また
固体のDHMOに長時間に触れても組織傷害を生ずる
。

➢高濃度の気体DHMOの吸入曝露によっても組織傷害
を生ずる。

DHMOは有害な物質なので規制すべきか？

頭の体操：こんな化学物質は規制すべき？

引用（NITE講座資料）：https://www.nite.go.jp/data/000104108.pdf

1. 化学物質の『リスク』とは
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DHMO（Dihydrogen Monoxide, 一酸化二水素）

とは

『水（H2O）』

のことである。

パラケルスス※曰く
“毒のないものなどあるだろうか？

全てのものは毒であり、毒のないものはない
「それに毒がない」と決めるのは摂取量だけである”

“What is there that is not poison?
All things are poison and nothing without poison.

Solely the dose determines that a thing is not a poison.”

『量を多く摂れば、
天然物を含む全てのものは毒である』

※Paracelsus(1493-1541)
毒性学の父。スイス出身の
医師、化学者、錬金術師、
自然哲学者。

頭の体操：こんな化学物質は規制すべき？

1. 化学物質の『リスク』とは
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そもそも化学物質の『リスク』とは？
「リスクは、物質または状況が一定の条件のもとで害を生じる可能性」

① 良くない出来事が起きる可能性（確率）

② 良くない出来事の重大さ（被害の大きさ）

リスク評価及びリスク管理に関する米国大統領・議会諮問委員会報告書（1997）

2つの組み合わせ

～経済産業省『化学物質のリスク評価のためのガイドブック』～

⇒化学物質のリスクは『暴露』と『有害性』で決まる。

1. 化学物質の『リスク』とは
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ベネフィット：化学物質の利用による、快適さや便利さなどの有用性

ハザード：化学物質が潜在的に持つ毒性や爆発性などの危険性・有害性

◆ 化学物質は、わたしたちの生活に密接に関わっており、その性
質を利用して生活を便利で豊かなものにしている。

◆ 一方、使い方を誤ると、人の健康や環境に対して悪い影響を及
ぼすおそれがある。

化学物質の利便性と危険性
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リスクに基づく適切な化学物質管理が必要

化学物質の二面性を理解して、
上手に付き合うこと（利用及び管理）が重要

1. 化学物質の『リスク』とは



管理の対象は

有害性は化学
物質固有の性状

であり変化しない

ばく露量は、排出を抑制する等
の製造・使用状況の

管理によって制御が可能

ばく露量

排出量

化学物質の管理の目標は環境中濃度

リスク ＝ 有害性（ハザード）とばく露量の比較

リスク

リスク管理の対象

有害性

リスクが大きい化学物質は、排出量を管理しながら使用する
ことで、利便性（ベネフィット）との両立が可能となる。
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化学物質を十分に管理して、ばく露の程度を小さくすれば、（人
や環境への）支障が発現する可能性（リスク）を小さくできる。

したがって

1. 化学物質の『リスク』とは



【リスク評価】
化学物質の性質や暴露の条件に基づいた評価を行い、優先的にリス
クを管理すべき対象（物質、地域）を洗い出す。
✓ リスクが大きい可能性がある化学物質や地域の把握

リスク評価からリスク管理、
そしてリスクコミュニケーションへ

【リスク管理】
リスク評価による管理の優先度に基づき、適切な取扱い（削減や管
理）をすることが必要。

【リスクコミュニケーション】
管理の必要性や方法などについて、リスク情報に基づく関係者間の
情報共有や対話（コミュニケーション）をすることが大切。

まず知ることが大切

相談しながら
みんなの納得のいく管理を
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1. 化学物質の『リスク』とは



1. 化学物質の『リスク』とは

2.化管法が制定された背景について

3. SDS制度について

4. PRTRデータの活用

（PRTRマップを使ったリスク評価について）

5.化管法改正後の留意点
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化学物質管理における
リスクコミュニケーションについて



化管法制定の背景（きっかけ）

出典：失敗知識データベース(http://www.shippai.org/fkd/cf/CC0300003.html)
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2．化管法が制定された背景について

インドのボバールにある化学工場（米国企業の現地法
人）から夜間に猛毒のイソシアン酸メチル(MIC)が漏洩。
MICガスは風にのって市街地に拡がり、3,000人以上
（最大14,410人)の死者、35万人もの被災者を出し、
多くの人が長期間後遺症に苦しんだ。

ボパール事故（1984年12月）

◆ 被害が大きくなってしまった原因

事業者から役人・医師等にMICが噴出したことが伝えられ
ず、被害が拡大。

イソシアン酸メチル
H3C-N=C=O

米国で緊急対処計画及び地域住民の知る権利法
（EPCRA）を制定（1986年）

http://www.shippai.org/fkd/cf/CC0300003.html
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2．化管法が制定された背景について

・米国 有害化学物質排出目録制度
（TRI：Toxic Release Inventory)導入(1986年)

・アジェンダ21 リオ宣言（1992年) 
⇒ 化学物質管理の重要性が位置づけられる

・OECD理事会勧告（1996年)
⇒ 各国が化学物質排出移動量届出制度(PRTR制度)を導入

特定化学物質の環境への排出量の把握等及び管理の改善の促進に関
する法律（化学物質排出把握管理促進法、化管法）制定(1999年)

●事業者による自主的な管理の改善の促進
●国民への情報提供と化学物質に係る理解の増進

化管法制定の背景（きっかけ）



化管法の制定

特定化学物質の環境への排出量の把握等及び管理の
改善の促進に関する法律（化管法） 制定※

ＰＲＴＲ制度 及び ＳＤＳ制度 の導入
【目的】
✓ 事業による化学物質の自主的な管理の改善を促進する
✓ 環境の保全上の支障を未然に防止する

〈※制定：平成１１年７月１３日/施行：平成１２年３月３０日/最終改正：平成１４年１２月１３日〉

• 化学物質の多様化、広範な使用 → 環境汚染の懸念、関心の高まり
• 環境規制法による規制 → 限定的な規制
• 化学物質の有害性（ハザード）が明らかになっても、環境に排出され

た後のリスクは不明

新しい管理手法が必要
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2．化管法が制定された背景について



目的（化管法第一条）
環境の保全に係る化学物質の管理に関する国際的協調の動向に配慮（１）しつつ、化学物質に関する
科学的知見及び化学物質の製造、使用その他の取扱いに関する状況を踏まえ（２）、事業者及び国民
の理解の下（３）に、特定の化学物質の環境への排出量等の把握に関する措置（ＰＲＴＲ制度）並び
に事業者による特定の化学物質の性状及び取扱いに関する情報の提供に関する措置（ＳＤＳ制度）
等を講ずることにより、事業者による化学物質の自主的な管理の改善を促進（４）し、環境の保全上
の支障を未然に防止（５）すること。

化管法の目的

(1) 国際的な動向を踏まえてできた制度であること
1992年「アジェンダ21」に化学物質の管理の重要性が位置づけられたこと、1996年OECDがPRTRの法
制化を勧告したことなど。

(2) 幅広い化学物質を対象としていること
継続的に環境中に広く存在、又は将来環境中に広く存在することが見込まれるものを対象とすること。

(3) 国民の理解の増進
排出量等のデータについての誤解によって混乱が起きないよう、化学物質の性状、排出の状況、管理の
状況などについて国民の理解を増進しながら、施策を進めること。

(4) 事業者の自主的な管理の改善の促進
ＰＲＴＲ制度により、自社の化学物質の排出量等を把握することとなり、管理活動の必要性や進捗状況
が明らかになる。また、ＳＤＳの交付により、化学物質の性状や取扱いについての知識を高めることが
できる。

(5) 環境行政を進めるための情報源
ＰＲＴＲデータの活用等により、国、地方公共団体が環境保全施策の企画、立案ができる。

◆化管法の特徴
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2．化管法が制定された背景について



1. 化学物質の『リスク』とは

2. 化管法が制定された背景について

3. SDS制度について

4. PRTRデータの活用

（PRTRマップを使ったリスク評価について）

5.化管法改正後の留意点
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化学物質管理における
リスクコミュニケーションについて



◆ 現在の社会生活において化学物質は不可欠である。一方、使い方を誤ると、人
体や環境を脅かす有害なものとして作用する可能性がある。

◆ 製造工程のみならず、使用・廃棄などライフサイクルの各段階において適切な管理
を行い、問題を未然に防ぐことが必要。

サプライチェーンにおける化学物質管理の必要性

化学工場 加工・製造工場

ユーザー

リサイクル

物流

化学物質の
再利用へ

家庭

廃棄物

企業

大気への排出

大気への排出

販売・物流

物流

土壌への排出

水域への排出

大気への排出
大気への排出

大気への排出

水域への排出

土壌への排出

大気への排出

ＳＤＳ

ＳＤＳ

ＳＤＳ

3.SDS制度について
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◆ 人の健康や生態系に有害性のおそれのある化学物質及びそれを規程含有率以上含有する
製品を他の事業者に譲渡、提供する際に、指定化学物質等の性状及び取扱いに関する情
報の提供を義務づける制度

◆平成２４年４月２０日、化管法ＳＤＳ省令は、化学品の情報伝達に関する国際標準
である「ＧＨＳ（化学品の分類および表示に関する世界調和システム）」の導入の促進を
目的として改正。

➢ ＳＤＳ（Ｓａｆｅｔｙ Ｄａｔａ Ｓｈｅｅｔ：安全データシート）の提供義務
➢ ラベル表示の努力義務

◆指定化学物質等の適正管理のためには、有害性、適切な取扱方法などの情報が必須。

◆指定化学物質等の製造等を自ら行う者は、有害性等の情報を入手しやすいが、取引の際
には積極的に提供されにくい。

ＳＤＳ制度により指定化学物質等の自主管理に必要な情報伝達を確保
（労働者の安全確保 → 安全な製品の製造、環境管理の向上）

➢ ＳＤＳ制度の意義

化管法に基づくＳＤＳ制度
3.SDS制度について
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➢ ＧＨＳとは

◆ 目的
ＧＨＳは、化学品の危険有害性に関する情報を、それを取り扱う全て
の人々に正確に伝えることによって、人の安全・健康および環境の
保護を行うことを目的としている。

◆ 規定内容
危険有害性を判定するための国際的に調和された基準（分類基準）
• 物理化学的危険性（爆発物、可燃性等 １６項目）
• 健康に対する有害性（急性毒性、眼刺激性、発がん性等 １０項目）
• 環境に対する有害性（水生環境有害性等 ２項目）

分類基準に従って分類した結果を調和された方法で情報伝達するための手段

（ラベル） （ＳＤＳ）
安全データシート
（SDS）
１．○○
２．○○

危険
○○○
・・・

＜ＧＨＳ絵表示例
＞

化学品の分類および表示に関する世界調和システム
（The Globally Harmonized System of Classification and Labelling of Chemicals）

・・・

○○○

（参考）ＧＨＳ関連情報

【ＮＩＴＥのＧＨＳ関連情報】
https://www.nite.go.jp/chem/ghs/ghs_index.html

3.SDS制度について
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化管法に基づくＳＤＳから得られる情報（１）

項目 記載内容

１．化学品及び会社情報 化管法に基づくＳＤＳの対象となる指定化学物質又は指定化学物
質を規定含有率以上含有する製品の名称とその提供者に関する情報
が記載されている。

２．危険有害性の要約 化学品の重要危険有害性及び影響（人の健康に対する有害な影響、
環境への影響、物理的及び化学的危険性）、並びに特有の危険有
害性があればその旨が明確、かつ、簡潔に記載されている。

３．組成及び成分情報 化学品に含まれる化管法指定化学物質の組成、含有率等について記
載されている。

４．応急措置 化学品に従業員等がばく露した時などの応急時に取るべき措置の内容
について記載されている。

５．火災時の措置 火災が発生した際の対処法、注意すべき点について記載されている。

６．漏出時の措置 化学品が漏出した際の対処法、注意すべき点について記載されている。

７．取扱い及び保管上の注
意

化学品を取扱う際及び保管する際に注意すべき点について記載されて
いる。

◆ 化管法ＳＤＳ省令改正（平成２４年４月２０日）
• ＳＤＳの記載項目をＧＨＳに対応した１６項目に拡大（化管法ＳＤＳ省令第３条）
• ＳＤＳの作成、提供に際しては、ＪＩＳ Ｚ ７２５３に適合する方法で行うことを努力
義務化（化管ＳＤＳ省令第４条第１項）

3.SDS制度について
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項目 記載内容

８．ばく露防止及び保護措置 事業所内において労働者が化学物質による被害を受けないようにす
るため、ばく露防止に関する情報や必要な保護措置について記載さ
れている。

９．物理的及び化学的性質 化学品の物理的な性質、化学的な性質について記載されている。

１０．安定性及び反応性 化学品の安定性及び特定条件下で生じる危険な反応について記載
されている。

１１．有害性情報 化学品の人に対する各種の有害性について記載されている。

１２．環境影響情報 化学品の環境中での影響や挙動に関する情報について記載されてい
る。

１３．廃棄場の注意 化学品を廃棄する際に注意すべき点について記載されている。

１４．輸送上の注意 化学品を輸送する際に注意すべき点について記載されている。

１５．適用法令 化学品が化管法に基づくＳＤＳ提供義務の対象となる旨が記載さ
れているとともに、適用される他法令についての情報が記載されている。

１６．その他の情報 項目１から１５までの項目以外で、必要と考えられる情報について
記載されている。

化管法に基づくＳＤＳから得られる情報（２）
3.SDS制度について
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化管法に基づくＳＤＳの例

経済産業省「化管法に基づくＳＤＳ・ラベル作成ガイド」から抜粋

有害性情報
<化学品の人に対する各種の有害性>

危険有害性の要約

3.SDS制度について

25



化管法に基づくラベル表示内容

化管法に基づくラベルの記載項目

1. 指定化学物質の名称/製品
名称

4. 危険有害性情報

2. 注意喚起語 5. 貯蔵又は取扱い上の注意

3. 絵表示 6. 会社情報

➢ ラベルの記載項目

◆ 化管法ＳＤＳ省令改正（平成２４年４月２０日）
• 指定化学物質等について、新たにラベル表示に関する努力義務を追
加（化管法ＳＤＳ省令第５条）

• ラベルの作成、提供に際しては、ＪＩＳ Ｚ ７２５３に適合する方
法で行うことを努力義務化（化管法ＳＤＳ省令第５条）

○○○

危険
○○○
・・・

＜ＧＨＳ絵表示例＞

3.SDS制度について
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⚫ ＳＤＳがなければ、その化学物質が何であるか不明。

⚫ 化学物質が何であるか不明だと、化学物質の環境への排出抑制等、適切な管
理を実施することは不可能。

⚫ 化学物質等を取り扱う全ての関係者に対する教育、情報の周知ができない。

ＳＤＳの｢提供｣・｢入手｣は化学物質管理の基本

・製造業者／輸入業者
・調剤メーカー等
・流通事業者 等

① ＳＤＳの入手
② ＳＤＳ、ラベル表示による適切な管理
（化学物質の環境への排出抑制、リス
クアセスメントの実施など）

③ 化学物質を取り扱う全ての関係者に対
する教育、情報の周知

譲渡・提供者の義務

化学品

・ＳＤＳの提供
・ラベル表示

ＳＤＳによる危険有害性情報の伝達と活用
3.SDS制度について
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化管法に基づくＳＤＳ及びラベルの作成について

• 対象事業者の確認
• 指定化学物質の確認
• 指定化学物質を規定含有率以上含有する製品の場合には、「対象製品」の確認
• ＳＤＳ及びラベルの記載項目の確認

※化管法の他にも厚生労働省が所管する安衛法及び毒劇法においてＳＤＳ制度が規定されているので、必要があれ
ば別途、安衛法及び毒劇法についても確認する。

◆参考資料
化管法に基づくＳＤＳ・ラベル作成ガイド

～事業者向けＧＨＳ分類ガイダンス
・ＧＨＳ混合物分類判定システム～

－ ＧＨＳ対応－
化管法・安衛法・毒劇法における
ラベル表示・ＳＤＳ提供制度

https://www.meti.go.jp/policy/chemical_management/law/informatio
n/seminar2020/GHSpamphlet_2020.pdf

https://www.meti.go.jp/policy/chemical_management/law/information
/seminar2020/SDS_guidance_2020.pdf

◆作成するにあたっての確認

3.SDS制度について
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（参考）化管法に基づくＳＤＳ制度に関する情報
◆化管法ＳＤＳ制度

◆化管法ＳＤＳ制度に関するＱ＆Ａ
対象事業者、対象化学物質・対象製品、作成方法、提供方法など

◆ＧＨＳ分類ガイダンス（事業者向け）
事業者がＪＩＳ Ｚ ７２５２に基づいて、ＧＨＳ分類をより正確かつ効率的に実施
するための手引き

https://www.meti.go.jp/policy/chemical_management/law/qa/3.html

https://www.meti.go.jp/policy/chemical_management/int/files/ghs/h25ver1.1jenter_re.pdf

https://www.meti.go.jp/policy/chemical_management/law/msds/msds.html

～GHS関連情報がリニューアルしました(2020/12/14)～
https://www.nite.go.jp/chem/ghs/ghs_index.html

3.SDS制度について
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NITE Gmiccsまずはサイトへアクセス！
30



GHSラベル
GHS分類結果

GHS混合物分類判定ラベル作成システム NITE-Gmiccs 活用方法

法律※で求められるGHSに対応した混合物（製品）のSDS作成・ラベル表示に活用できます

化管法

安衛法

毒劇法
Gmiccsから出
力したGHS分類
結果をSDSの作
成に活用できます

◆ SDSの提供義務
◆ ラベルの表示努力義務

◆ SDSの提供義務
◆ ラベルの表示義務

◆ 名称、含量、製造業者の情報等の表示義務
◆ 性状・取扱に関する情報等の提供義務

※ 各法律で求められる義務の詳細については必ず所管省庁から公表される情報をご確認ください。

CSVファイル Webフォーム
入力

混合物組成・物質データ
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1. 化学物質の『リスク』とは

2. 化管法が制定された背景について

3. SDS制度について

4. PRTRデータの活用

（PRTRマップを使ったリスク評価について）

5.化管法改正後の留意点

32

化学物質管理における
リスクコミュニケーションについて



化学物質による様々なリスク

33

4．PRTRデータの活用

①作業者リスク 作業者が、取り扱っている化学物質を吸い込んだり、接触したりすることで、
作業者の健康に生じるリスク

②環境（経由）リスク 大気や水域などの環境中に排出された化学物質によって、周辺環境にお
ける人の健康及び環境中の生物に生じるリスク

③製品（経由）リスク 製品に含まれる化学物質によって、人（消費者）の健康及び環境中の
生物に生じるリスク

④事故時のリスク
（フィジカルリスク）

爆発や火災などの事故によって、設備や建物などの物（財）、及び人の
健康（人命）や環境中の生物に生じるリスク

化学物質のリスクには様々な経路でのリスクがある。

大気

水域

土壌

ヒトの
健康
影響

環境中
生物の
影響

③製品（経由）リスク ②環境（経由）リスク

作業者

事業所

火災・爆発

事業所

①作業者リスク ④事故時のリスク

製品

消費者



リスク評価の必要性

ＰＲＴＲ制度施行から１５年以上が経過し、排出量は当初の約半分となった。
✓ 可能な限りの削減対策は既に実施しており、これ以上の削減は難しい。
✓ この先どこまで排出量を削減すれば良いのだろうか？

➢ リスク評価を実施し、リスクの程度を把握すれば、具体的な対応策が検討できる。
さらにＰＲＴＲデータを活用すれば時間とコストの節約が可能となるのでは…。

把握年度

５ｔ以上 １ｔ以上

取扱量の届出要件

経過措置

平成２１年度まで:３５４物質、２３業種
平成２２年度以降：４６２物質、２４業種

届
出
排
出
量
（
ト
ン
）

4．PRTRデータの活用
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少し脱線：PRTRデータの活用
PRTRデータについて、もっと有効活用していこうという動きが国としてもある。

35

今後現状

化管法化審法

排出量等把握

公表

リスク
評価

PRTR
情報

一般化学
物質としての
製造数量等
監視

第二種特定
化学物質
として

製造等の規制

措置の
判断

✓ 化審法では規制措置判断のリスク評価に化管法のPRTR
情報を利用。

✓ 化審法のリスク評価で得られた有害性評価値（超過するとリスク懸念と推
計される環境中濃度等）を事業者に周知することで、事業者が当該値を参
考にして排出削減目標が定めやすい等のインセンティブが働き、自主管理を
より一層促進。

✓ この結果、リスク評価と自主管理の好循環が生まれる。

有害性
評価値等
の周知

自主管理促進
排出量等把握精緻化

措置の
判断

リスク
評価

化管法化審法

一般化学
物質としての
製造数量等
監視

第二種特定
化学物質
として

製造等の規制

PRTR
情報

更新された

PRTR

情報

4．PRTRデータの活用

35参考：https://www.meti.go.jp/shingikai/sankoshin/seizo_sangyo/kagaku_busshitsu/pdf/007_05_00.pdf



○人の健康を損なうおそれ又は動植物の生息・生育に支障を及ぼすおそれがある

化学物質による環境の汚染を防止。

目的

○新規化学物質の事前審査
→新たに製造・輸入される化学物質に対する事前審査制度

○上市後の化学物質の継続的な管理措置（既存化学物質のリスク評価な
ど）
→製造・輸入数量の把握（事後届出）、有害性情報の報告等に基づくリス
ク評価

○化学物質の性状等（分解性、蓄積性、毒性、環境中での残留状況）に応じ
た規制及び措置
→性状に応じて「第一種特定化学物質」 、「第二種特定化学物質」等に指定
→製造・輸入数量の把握、有害性調査指示、製造・輸入許可、使用制限等

概要

参考：化審法について
4．PRTRデータの活用
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化学物質のリスク評価（概要）

37

リスク管理、そしてリスクコミュニケーションへ

リスクの内容を分析し、その発生確率の高低と発生時の損失の度合の兼ね合いでリスク管理の方
法（リスク削減措置等）を判断する。また、必要に応じ関係者間の情報共有、対話を行う。

化学物質の取扱い状況の把握

取り扱っている化学物質に関する情報（化学物質の種類、取扱量、排出先、排出量、
有害性情報、法規制情報など）を収集し、取扱い状況を把握する。

ステップ１：シナリオ設定
どの化学物質をどのような目的、範
囲、条件等で評価するかを決定する。

ステップ３：ばく露評価
どのくらいの量（濃度）の化学物質に
さらされているかばく露量を調査する。

ステップ２：有害性評価
リスク評価で使用する有害性評価値に
ついて調べる。

ステップ４：リスク判定
有害性の強さとばく露量を勘案し、リ
スクが許容できるかどうかを判定する。

《リスク評価》

4．PRTRデータの活用

ハザード情報

PRTRマップ



関心のある化学物質を決める

経済産業省「化管法に基づくＳＤＳ・ラベル作成ガイド」から抜粋

有害性情報
<化学品の人に対する各種の有害性>

危険有害性の要約

例えば、SDSから

4．PRTRデータの活用
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【２０１２年０７月１０日】

厚生労働省が全国の印刷業の５６１事業所を対象に実施した緊急調査によると、新たに３人
が胆管がんを発症していたことがわかった。いずれも男性で、このうち２人は既に死亡してい
る。この問題を巡る、胆管がんの発症者は、５都府県の５事業所で計１７人（うち死亡８人）
となった。

【１，２-ジクロロプロパン、ジクロロメタンで胆管がん発症】

関心のある化学物質を決める

【２０１２年０６月１２日】

大阪市内の印刷会社の元従業員が高頻度で胆管がんを発症し、男性４人が死亡した。
印刷会社で使われた洗浄剤に含まれる有機溶剤が発症原因の可能性もあると指摘しているが、

因果関係はまだはっきりしていない。
一方、大阪市の印刷会社では、動物実験で発がん性が指摘されている「１、２－ジクロロプ

ロパン」と「ジクロロメタン」を多量に含む洗浄剤が約１０年前まで使われていたが、従業員
に防毒マスクを支給していなかったことが元従業員らの証言で判明。劣悪な作業環境が被害を
拡大させた可能性もある。

大阪市の印刷会社では、印刷の誤りなどを修正する校正印刷部門に平成３～１５年までの間
に勤務していた男性３３人のうち少なくとも５人が胆管がんを発症、４人が死亡した。発症年
齢が２５～４５歳と若く、発症率は日本人男性の平均の約６００倍と高かった。

39

例えば、新聞から

4．PRTRデータの活用



化学物質に関する情報収集（NITE-CHRIP）

⚫ 独自にデータを収集、ホームページ上で無料公開しているデータベース。
⚫ 化学物質に関する国内外の法規制情報、有害性情報及びリスク評価情報等を

検索することができる。

【NITE-CHRIP：NITE Chemical Risk Information Platform】 https://www.nite.go.jp/chem/chrip/chrip_search/systemTop

40

一般情報、国内法規制、各国インベントリ、
海外ＰＲＴＲ各国有害性評価など

➢ 調べたい化学物質の名称、CAS No.、法規制番号
を入力するだけの簡単検索（部分一致検索も可）

➢ 関連する法律を一挙に確認
➢ 約2か月に一度、最新情報に更新

4．PRTRデータの活用
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4．PRTRデータの活用



日本語版：https://www.nite.go.jp/chem/chrip/chrip_search/systemTop
英語版：https://www.nite.go.jp/en/chem/chrip/chrip_search/systemTop

トップページ

２つの調べ方が選べます。

CAS登録番号や
物質名称などで検索

法律の規制対象物質
などを一覧で表示

更新履歴 English

問い合わせ先、FAQ、マニュアル、動作環境、本
システムのご利用について

最新のお知らせを掲載しています。

4．PRTRデータの活用 参考：NITE-CHRIPの使い方

引用（NITE講座資料）：https://www.nite.go.jp/data/000104106.pdf 42



総合検索（通常検索） 詳細はNITE-CHRIPマニュアル参照

＜カテゴリによる絞り込み＞
➢化審法既存化学物質の類別番号での絞り
込みも可能

➢発がん性の評価単位での絞り込みも可能

CAS番号、化審

法番号、安衛法
番号、EC番号、

国連番号、
CHRIP_ID、

日化辞番号から
選択

4．PRTRデータの活用 参考：NITE-CHRIPの使い方

引用（NITE講座資料）：https://www.nite.go.jp/data/000104106.pdf 43



◆ジクロロメタンのＰＲＴＲデータ
R1年度 届出排出量 ⑤届出移動量

（廃棄物
＋下水道）

⑥届出排出
・移動量合計
［④＋⑤］

⑦届出外
排出量

（推計値）

⑧総排出量
（届出＋推計）
［④＋⑦］

⑨届出
排出量割合
［④/⑧］地域 ①大気 ②水域

③土壌
＋埋立

④合計
［①＋②＋③］

全 国 9,234,241 4,328 0 9,238,569 6,579,129 15,817,698 1,826,253 11,064,822 83%

愛知県 463,452 111 0 463,563 151,469 615,032 141,590 605,153 77％

単位：ｋｇ/年（排出量及び移動量）

⑦は、対象業種を営むすそ切り以下事業者からの排出量のみ推計されている。

◆印刷事業場で発生した胆管がんの業務上外に関する検討会（厚生労働省）
２０１２年３月に、大阪府の印刷事業場で、化学物質の使用により胆管がんを発症したとの請求がなされたことを受け、同年９月から「印
刷事業場で発生した胆管がんの業務上外に関する検討会」において業務との因果関係について検討し、大阪府の印刷事業場に従事する労
働者に発症した胆管がんの発症原因について、医学的知見を報告書としてとりまとめました。

【報告書のポイント】 (http://www.mhlw.go.jp/stf/houdou/2r9852000002x6at-att/2r9852000002x6zy.pdf)

(1) 胆管がんは、ジクロロメタン又は１，２-ジクロロプロパンに長期間、高濃度暴露することにより発症し得ると医学的に推定できる
(2) 本件事業場で発生した胆管がんは、１，２-ジクロロプロパンに長期間、高濃度暴露したことが原因で発症した蓋然性が極めて高い。

✓ 大気への届出排出量が４６２物質中、全国で５番目、愛知県では6番目に多い。
✓ 届出排出量の割合は、全国で83％、愛知県においては77％とやや高い。
✓ 届出排出量のうち、大気からの排出量は９９．９％以上である。（すそ切り以下事業者からの排出割合も同様）
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ジクロロメタンの現状把握
◎暴露状況
環境中への排出量は、ＰＲＴＲ対象物質の中でも上位である。また、排出源の多くは事業所（点源）からの排出で
あり、その排出先のほとんどは大気である。

◎有害性関連
ＩＡＲＣによる発がん性評価で、グループ２Ａに分類されている。また、厚生労働省は、胆管がんの発症原因と医学
的に推定されるとしている等、強い有害性を示す。

4．PRTRデータの活用



考慮事項：
① リスク評価の対象とする化学物質の選定
② 影響を受ける対象の選定（評価する地域、ヒト・生物の選定）
③ 化学物質の排出条件と排出先の把握
④ 暴露の道筋と経路の検討
その他

目的：ジクロロメタンによる愛知県庁周辺の呼吸による健康影響を評価する。

➢ 対象物質：ジクロロメタン（別名：塩化メチレン）
➢ 関連法令：化管法（第一種指定化学物質 政令番号：１－１８６）、安衛法、化審法、

大防法、他
➢ 対象期間：平成３０年度（２０１８年度）
➢ 対象地域：愛知県庁周辺

［愛知県名古屋市中区三の丸３丁目１－２］
➢ 対 象：愛知県庁周辺に居住する市民
➢ 対象影響：健康影響（長期毒性）
➢ 暴露経路：大気からの吸入暴露（一般環境経由）

①シナリオ

シナリオ設定：リスク評価の目的、範囲、条件等を決定する。
⇒どの化学物質が、どのような道筋で、何に影響を与えるのかなどリスク評価の
前提となる条件を設定する。

45

リスク評価の前提と目的を明確にする
4．PRTRデータの活用 ステップ1：シナリオ設定



評価基準値の設定

【評価基準値の設定】

• リスク評価に用いるためのヒトや生物に対して有害な影響を示さ
ない化学物質の量（評価の対象となる値）である「評価基準値」
を設定する。

• 「評価基準値」として設定することができるデータには、以下の
ものがある。

① 動物試験の結果をヒトに適用した量

② 大気の環境基準や指針値（次スライド）

有害性情報を調べる方法（例）
⚫ ＳＤＳ（Ｓａｆｅｔｙ Ｄａｔａ Ｓｈｅｅｔ）
⚫ 既存の有害性評価書及びリスク評価書
⚫ 有害性情報に関するデータベース

46

4． PRTRデータの活用

②評価基準値

ステップ2：有害性評価

対象とする生物、対象とする影響、対象とする暴露経路などをもとに、適切
な評価基準値を設定する

ステップ1で設定したシナリオに基づいて、



評価基準値：0.15ｍｇ/ｍ３（年平均値）

➢ 有害性評価では、人の健康に対して有害な影響を示さない量を求める。

➢ ここでは、評価基準値としてジクロロメタンの有害大気汚染物質（ベンゼン

等）に係る環境基準 0.15ｍｇ/ｍ３（年平均値）を採用する。

例えば、

【環境基準等の検索方法】
◆chemi COCO（ケミココ） 【http://www.chemicoco.go.jp/】

基準値・指針値は環境省化学物質情報検索支援システム（ケミココ）より検索可能

評価基準値の設定（環境基準値等の利用）

47

4． PRTRデータの活用 ステップ2：有害性評価



人

水生生物

ステップ３：ばく露評価

ばく露評価：
どれくらいの量の化学物質に晒されているのかを推定する。

⇒化学物質が影響を受ける対象へ至る道筋（ばく露経路）と暴露する量
（濃度）を求める。

⇒ばく露量は、実測値あるいは数理モデルを用いて推定する。

大気 食事

飲料水

経口経路

吸入経路

呼吸
飲食

消費者製品類 接触

経皮経路
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ステップ1で設定したシナリオに基づいて、

4． PRTRデータの活用 ステップ3：ばく露評価



PRTRマップ（ https://www.prtrmap.nite.go.jp/prtr/top.do ）

ＰＲＴＲ届出データの排出量を縮尺に応じて都道府県単位または市
区町村単位（自治体単位）または町名単位で色分け表示している。

排出量マップ

ＰＲＴＲの届出データと推計データの排出量を合計したデータをもと
に、気象データや物性データを加味した大気モデルにより大気中の
濃度を推定し、５ｋｍ×５ｋｍ又は１ｋｍ×１ｋｍのメッシュ単位で地
図上に表示している。（シミュレーションモデル：ＡＩＳＴ－ＡＤＭＥＲ）

濃度マップ

同期

PRTRマップの濃度マップを活用し、大気中推定濃度（ばく露量）を調べる。

ＰＲＴＲマップの活用
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定常的な実測が困難な場合は、

※毎年度データを更新。(現時点の最新版は2018年度把握分)

4． PRTRデータの活用 ステップ3：ばく露評価



年度・物質の切替え

中心地点の濃度情報（年平均）

濃度マップから、推定濃度の分布や選択した地点の推定濃度を調べることが
できる。（年度や対象物質の選択が可能）

カーソルで選択した
地点の濃度情報

縮尺1/1万～1/20万
⇒1km×1kmメッシュ表示
縮尺1/35万～1/2,000万
⇒5km×5kmメッシュ表示

ＰＲＴＲマップ（濃度マップ）の機能

経年比較
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4． PRTRデータの活用 ステップ3：ばく露評価
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愛知県庁周辺のジクロロメタンの推定暴露量（濃度）
1.40μｇ/ｍ３＝0.00140 ｍｇ/ｍ３（年平均）

③暴露評価

名古屋市市政資料館

警察署

久屋大通駅

ＰＲＴＲマップを活用した暴露濃度の設定
4． PRTRデータの活用 ステップ3：ばく露評価

愛知県庁
の

濃度情報
（年平均）



評価基準値 ≦ 推定ばく露量（濃度） ⇒ リスクの懸念あり

評価基準値 ＞ 推定ばく露量（濃度） ⇒ リスクの懸念なし

リスク判定の基準

推定されたばく露量（濃度）が評価基準値より高いかどうか
をみることにより、環境リスクが懸念されるか判定する。

ステップ４：リスク判定

A年度 B年度

暴
露
量
（
濃
度
）

評価基準値

リスクの懸念

あり

リスクの懸念

なし

ば
く
露
量
（濃
度
）
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ステップ２で設定した評価基準値と
ステップ３で求めた推定ばく露量（濃度）に基づいて、

4． PRTRデータの活用 ステップ4：リスク判定



ステップ４：リスク判定（例）

《リスクの判定結果》

評価基準値 推定ばく露量（濃度）

0.15 mg/ｍ３ ＞ 0.00140 mg/ｍ３

• 愛知県庁周辺におけるジクロロメタンの推定暴露量（濃度）0.00140
mg/ｍ３は、評価基準値0.15mg/ｍ３よりも小さい。

• したがって、現時点ではジクロロメタンによる愛知県庁周辺住民の呼吸による
健康リスクの懸念はないと判断する。

推定
ばく露量

有害性
評価値

リスク懸念なし

0.15 ｍｇ/ｍ３

0.00140 ｍｇ/ｍ３
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リスク管理・リスクコミュニケーション

リスク評価の結果、現時点において愛知県庁周辺のジクロロメタンによるリスクは許容できる範囲内であり、現状の管理
を継続する。
しかし、排出状況は変動するため、ジクロロメタンの大気中濃度の監視を継続的に行う。
また、リスク評価結果については、ＣＳＲ報告書や住民説明会等において定期的にわかりやすく紹介する。

化学物質情報の収集（取扱い状況の把握）

・愛知県におけるジクロロメタンの排出量は、ＰＲＴＲ対象物質中6番目に多く、そのほとんどが大気への排出である。
• ＩＡＲＣの発がん性評価でグループ２Ａ（ヒトに対しておそらく発がん性を示す）に分類されているなど、強い有害性を示す。

現時点の排出状況において、愛知県民（愛知県庁周辺の居住者）の健康に影響はあるのか。

ジクロロメタンのリスク評価のまとめ
(愛知県庁周辺)

ステップ３：暴露評価
0.00140 ｍｇ/ｍ３（ＰＲＴＲマップ）

ステップ２：有害性評価
0.15 ｍｇ/ｍ３（環境基準値）

ステップ４：リスク判定
評価基準値 ＞ 推定暴露量

現時点では健康リスクの懸念はないと判断する。

《リスク評価》

ステップ１：シナリオ設定
ジクロロメタンによる愛知県庁周辺住民の大気からの呼吸
による健康影響を評価する。
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4． PRTRデータの活用



１．対象とする化学物質を選択する。

有害性、排出量、法制度、社会・経済状況、費用対効果等を考慮。

２． リスクの程度を把握する。… リスク評価

① リスクの定量的な評価

② 社内、社外の様々な要因の検討

３． 具体的な対策を行う。… リスク管理

① リスクが懸念される。

⇒ 低減策（施設改修、代替物質、社内体制等）の検討

② リスクが懸念されない。

⇒ 現在の低いリスクを継続するための対策

③ リスクの状況を問わず。

⇒ 住民への情報提供の方法の検討（リスクコミュニケーション、ＣＳＲ報告書等）

リスクに基づく適切な化学物質管理
• 化学物質による人の健康や環境中の生物への影響を科学的手法により明ら

かにする。（リスク評価）
• 得られたリスク評価結果からリスクの内容を分析して、リスクが許容でき

るかどうかのレベル設定を行い、そのリスクを超えないように管理する。
（リスク管理）

• これら一連の情報を根拠を付して、社会に向けてわかりやすく提示する。
（リスクコミュニケーション）
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4．PRTRデータの活用



【参考】リスクコミュニケーションの手法

【ホームページ】
https://www.nite.go.jp/data/000094804.pdf
また、リスコミに関しては下のページにまとめております。
https://www.nite.go.jp/chem/management/rc_index.html

【化学物質管理におけるリスクコミュニケーションガイド】
（リスコミガイド）

＜リスコミの企画のための入門書＞

・自治体や企業のリスコミ担当者などリスコ
ミを企画する側への支援
・住民側の視点や役割に関する記述ももりこ
んでいる
・具体的な事例を踏まえた解説書

✓国、自治体、業界団体はその普及に努めてきた
✓ノウハウが蓄積されていった

➢ 化管法制定と共にリスコミが導入されて
２０年近くが経過

➢ リスコミを取り巻く環境は大きく変化

✓情報公開が社会的責任のひとつとしての理解
✓大規模災害リスクへの関心の高まり

4．PRTRデータの活用

56

https://www.nite.go.jp/data/000094804.pdf
https://www.nite.go.jp/chem/management/rc_index.html


1. 化学物質の『リスク』とは

2. 化管法が制定された背景について

3. SDS制度について

4. PRTRデータの活用

（PRTRマップを使ったリスク評価について）

5.化管法改正後の留意点

57

化学物質管理における
リスクコミュニケーションについて
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化管法改正について

○施行後から７年後に見直すことになっ
ている。

○前回の見直しから７年経過したため、
平成３０年度から見直しを行ってい
る。
物質見直しに係るパブリックコメントを
募集等が終わっていることから、近い
将来、改正後の政省令が公布される
と思われる。

○前回改正した際は、対象物質が３５
４物質から４６２物質に増加。次の
改正後はどうなるかについては次のス
ライドで説明。

5．化管法改正後の留意点



化管法改正について
5．化管法改正後の留意点

※経済産業省ＨＰから抜粋：
https://www.meti.go.jp/policy/chemic
al_management/law/prtr/seirei4.html

化管法対象物質が増加した。

【注意】
物質の増減だけではなく、統合
（例えば鉛など）された物質
や分離された物質があります。
物質リスト（次のスライドに掲
載しています。）を確認するよ
うお願いいたします。
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化管法改正について
5．化管法改正後の留意点

物質リストについては経済産業省またはNITEのHPからダウンロードできます！ 60

~経済産業省・HP~
https://www.meti.go.jp/policy/chemical_management/law/prtr/seirei4.html

~NITE・HP~
https://www.nite.go.jp/chem/prtr/msds/msmate.html



5．化管法改正後の留意点

化管法改正について

61

前回改正時は、指定物質からの除外に伴い、当該物質以降の物質番
号にずれが生じましたが、今回から政令番号とは異なる“管理番号”が付
与されました。
⇒化管法の政令改正により今後指定化学物質が追加・削除されても、
１指定化学物質に対応する固有の１番号となる管理番号は原則
維持されます。（事業者の負担軽減）



5．化管法改正後の留意点

化管法改正について
経済産業省・HPに改正後の物質に関するよくあるご質問が掲載されております。

NITE・HP(NITE-CHRIP)に対象化学物質の英語リストが掲載されております。

~経済産業省・HP~
https://www.meti.go.jp/policy/che
mical_management/law/prtr/seirei
4.html

~NITE・HP(NITE-CHRIP)~
https://www.nite.go.jp/en/chem/c
hrip/chrip_search/intSrhSpcLst?_e
_trans=&slScNm=RJ_02_002
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5．化管法改正後の留意点

化管法改正について
～PRTR制度について～

新規指定化学物質の排出量等の把握は令和5(2023)年4月1日
〃 届出は令和6(2024)年4月1日

からになります。
～SDS制度について～

新規指定化学物質のSDS提供義務は令和5(2023)年4月1日から開始されますが、
サプライチェーン上の事業者へ情報が行き渡るよう、可能な限り早期に新規指定化学物

質に対応したSDSの提供をお願いいたします。

経済産業省のHPに『化
管法の政令改正（物質
見直し）に伴うSDSの
提供について』 掲載され
ております。
一度目を通していただくこ
とをおすすめいたします！
<<経済産業省HP>>
https://www.meti.go.jp/p
olicy/chemical_manageme
nt/law/prtr/8_4.html
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https://www.meti.go.jp/policy/chemical_management/law/prtr/8_4.html


その他：届出の手続きについて押印が廃止されました

※令和2年11月26日パブコメより抜粋詳細については、届出の手引きをご参照ください！
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今年度から押印は不
要になっています。

5．化管法改正後の留意点



✓ 化学物質管理に関するサイトの新着情報、報道発表情報
等を無料で配信するサービスです。

✓ 政府、独立行政法人等の公的機関等のホームページから
発信された情報をリンクとともに掲載しております。

✓ 原則毎週水曜日にお届けします。

メールマガジン【ＮＩＴＥケミマガ】
ＮＩＴＥ化学物質関連情報

配信登録受付中！
https://www.nite.go.jp/chem/mailmagazine/chemmail_01.html

NITEからの情報提供

化学物質管理に関する情報収集には
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NITEからの情報提供
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国内外の公的機関からの情報

セミナー情報

※バックナンバー【キーワード検索も可能】
https://www.nite.go.jp/chem/shiryo/chemimaga.html



事業者 都道府県等

書面による
使用届出

使用届出を都道府県に提出することで、登録できる！
（提出方法は自治体にもよりますが、郵送などで行えるため直接行かなくても問題ありません！）

申請用紙※は
(PDF版)https://www.nite.go.jp/data/000008923.pdf
(Word版)https://www.nite.go.jp/data/000008921.doc

からダウンロードできます！
※申請用紙＝使用届出＝電子情報処理組織使用届出書

その後・・・

事業者

都道府県

思ったより簡単だ！

登録情報(IDなど）

使 用 届 出

~電子届出を活用しよう~
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PRTRの御担当者の皆様へ・・・

自治体から送られた登
録情報でログインすれ
ば届出が可能

https://www.nite.go.jp/data/000008923.pdf
https://www.nite.go.jp/data/000008921.doc


電子届出のメリット(届出書作成時点)

毎回同じ情報を
入力しなくでも
大丈夫！！

届出書作成時は、『届出者の情報』、『事業所の情報』、
（昨年度も届出している場合）『別紙の情報』が入っているので作成がとても簡単！
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PRTRの御担当者の皆様へ・・・



電子届出のメリット(届出書作成時点)
自動的に有効数字を２桁に変換してくれます！！

【参考】届出の手引き４２ページ
排出量等の数値は有効数字２桁で
記載する必要があります。
詳細については
『届出の手引き』
と検索すると上位に表示されますので、
そちらからご確認いただくか、下の
URLからご確認ください。
https://www.meti.go.jp/policy/chem
ical_management/law/prtr/pdf/tebi
ki/R2tebiki_download_all.pdf
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PRTRの御担当者の皆様へ・・・

https://www.meti.go.jp/policy/chemical_management/law/prtr/pdf/tebiki/R2tebiki_download_all.pdf
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PRTRの御担当者の皆様へ・・・

処理 電子届出 書面届出

基本情報は登録済 手書き

入力補助＆ミス防止機能つき or　word等（PCソフト）

or　届出作成支援システム※で作成

※当システムでの作成のみ入力補助＆ミス防止機

能つき。

2.届出書印刷 不要（印刷は可能） 必要

届出システムからボタンをクリック！ 郵送（切手必要）

or　直接自治体へ持参

多い

形式的な入力ミス

届出システムで回答
（ご自身の都合のよい時間に回答可能）

６.過去の届出と比較
過去の届出データ（電子届出の

み）と比較可能。
毎年コピー（紙）保管なら比較可

電話＆FAX等で回答

1.届出書作成

3.提出方法

4.照会 少ない

5.照会への対応
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今年度からDMが“はがき”へ変更します！

　

経済産業省製造産業局化学物質管理課
環境省大臣官房環境保健部環境安全課

ＰＲＴＲ届出に関するお知らせ在中

〒１５１－００６６

東京都渋谷区西原２－４９－１０

製品評価技術基盤機構
化学物質管理センターリスク管理課

ＰＲＴＲご担当者様

００００１

【この郵送物のお問い合わせ先】
独立行政法人製品評価技術基盤機構（NITE）
化学物質管理センター リスク管理課
〒151-0066 東京都渋谷区西原2-49-10
Tel ： 03-5738-5482

(宛名面)

(文面)(封筒) (中身)

昨年まで 今年から

封書ではなくなりますのでお間違いのないようよろしくお願いいたします。

PRTRの御担当者の皆様へ・・・



ご清聴ありがとうございました。

－安全とあなたの未来を支えます －
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https://www.nite.go.jp/chem/index.html

今年度のPRTR届出は
『2022年4月1日～6月30日』

ですのでよろしくお願いいたします。


